
前回に引き続き
2018年5月11日に会計検査院が国会・内閣へ行った報告
から、保守管理について。

ずさんな保守管理

（参考資料①）p.23保守管理の動向

その２

会計検査院の報告から

2009年1月 保全プログラム導入 「保全計画」制定
2012年11月 点検期限を超過しているのに未点検であ

る事態を認識し原子力規制委員会に報告
原子力規制委員会から保安措置命令2012年12月
未点検機器の早急な点検及び保全計画の見直し

2013年1月

2013年5月
保全計画対象の全機器の点検状況を
正確に把握・管理できるよう保守管理体制の見直し

規制委が保安検査で新たな未点検機器等を指摘

2013年9月 原子力規制委員会に対応結果報告
2013年11月

規制委が保安検査で新たな未点検機器、機器故障の放置等を指摘

原子力規制委員会から保安措置命令

2013年11月 保守管理業務支援システム運用開始

2016年6月 「保全計画」第24次改訂版

2015年12月 オールジャパン体制で「保全計画」策定

原子力規制委員会に対応結果報告

原子力規制委員会に対応結果報告

もんじゅ各設備を設計・製作した民間業者等の協力を得て設置

2016年8月 原子力規制委員会に対応結果報告
保安措置命令は原子炉の稼動が前提で、2016年12月に
もんじゅは廃止措置への移行が決定しているので保安措置命令は
効力を失っており、結果報告を受けた完了確認は行わない

2018/5/25　http://brownmorning.s3-website-ap-northeast-1.amazonaws.com



最後に一言
止まってて良かったね。
というのが素直な感想でしょうか。
本来やらなきゃいけない点検の3割が実施されず、
点検間隔も根拠なく実質的に延伸。
こんな保守管理体制で、実際に運転されていたら、
どんな事故が起きていたのか。。。恐ろしいことです。
っていうか、廃炉作業はこの組織で大丈夫？

▼機器の未点検項目数
保守管理の不備 （参考資料①）p.29

全項目数に占める
未点検項目数の割合

21.8%

参考資料
①会計検査院HP
　「高速増殖原型炉もんじゅの研究開発の状況及び今後の廃止措置について」
　http://www.jbaudit.go.jp/pr/kensa/result/30/h300511.html

原子力研究開発機構は未点検機器数は公表しているが
未点検項目数については公表していない。
機器の未点検態様の全体像は十分に整理されていない。
そこで、会計検査院で確認

（参考資料①）p.30

①保全計画の点検期限までに
点検が実施されていなかった

②保全計画に定めた点検の内容
等が不適切だったため必要な点
検が実施されていなかった

9.6%
未点検項目には、
もんじゅ停止中でも機能維持
が必要で、重要度が最も高い
機器と分類されている機器に
係るものも含まれる▼未点検以外の不備

保全計画での点検間隔の起点を、直近の点検実施日に関わらず
2009年1月1日（保全プログラム導入日）に統一した。。。

直近の点検実施日

2009年1月1日
（保全プログラム導入日）

点
検
間
隔

本来の次回点検実施日

保全計画での次回点検実施日

機構の説明
保全プログラム導入時点で
設備の健全性を確認している

会計検査院指摘
・設備の健全性確認は2006年9
月以降に順次行われている
・設備の健全性確認は実施内容が
保全計画に定める点検とは必ずし
も一致していない
技術的根拠が十分担保されないま
ま、点検間隔が実質的に延伸され
ている状況となっていた

←点検間隔は変わらないので
起点がずれた分、点検間隔が伸びる

←点検間隔の起点を
すべて2009年1月1日とした
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